
  各  位

　当社は2021年３月期の決算において、下記のとおり減損損失の計上、繰延税金資産の取り崩し(連結)
及び関係会社株式評価損の計上(個別)を行う見込みとなりましたことに加え、第４四半期における雇用調
整助成金（営業外収益）の計上に伴い同助成金の年間計上見込額が約７億円となることで開示基準に達
する見通しとなりましたのでお知らせいたします。
　また、上記及び足下の収益改善状況を勘案し、2021年３月期の連結業績予想及び配当予想を下記のと
おり修正しましたのでお知らせいたします。

記

１．減損損失の計上、繰延税金資産の取り崩し(連結)及び関係会社株式評価損の計上(個別)について
　当社の連結子会社であるタイ２拠点、米国第一拠点及び日本の山形拠点において固定資産に対して将
来の回収可能性を検討した結果、2021年３月期において、減損損失合計約60億円を特別損失に計上する
見込みとなりました。
　合わせて米国及びタイにおいて今後の業績見通しを総合的に勘案し、繰延税金資産の回収可能性に
ついて検討した結果、当該資産約18億円を取り崩す見込みとなりました。
　また、上記子会社固定資産の減損及び繰延税金資産の取り崩しに伴い、米国持株子会社及びタイ拠点
にかかる関係会社株式評価損約200億円を個別決算において特別損失に計上する見込みとなりました。
　なお、当該関係会社株式評価損は連結決算上消去されるため、連結業績に与える影響はありません。

２．2021年３月期　通期連結業績予想数値の修正（2020年４月１日～2021年３月31日）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

118,000 △ 700 300 △ 1,500 △ 62.73 

今回修正予想(Ｂ) 118,000 200 1,300 △ 8,000 △ 334.54 

増減額(Ｂ－Ａ) 0 900 1,000 △ 6,500 ―

増減率(％) 0.0 ― 333.3 ― ―
(ご参考)前期実績
（2020年３月期）

157,680 2,206 770 △ 12,933 △ 544.05 

３．2021年３月期　配当予想の修正
年間配当金（円）

第２四半期末 期末 合計

前回予想 0.00 0.00

今回修正予想 13.00 13.00

当期実績 0.00
前期実績

（2020年３月期）
12.00 13.00 25.00

前回発表予想(Ａ)
（2021年２月12日 発表）

2021年３月25日

減損損失の計上、繰延税金資産の取り崩し、関係会社株式評価損の計上
及び雇用調整助成金（営業外収益）の計上

並びに連結業績予想の修正、配当予想の修正（配当の実施）に関するお知らせ
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４．業績予想及び配当予想修正の理由
　2021年３月期の通期連結業績予想につきましては、第４四半期での国内拠点における収益改善の進展
及び更なる本社部門の経費削減などにより通期営業損益の黒字化及び経常損益の黒字幅の増加を見込
む一方、上記の減損損失計上及び繰延税金資産の取り崩しに伴い、親会社株主に帰属する当期純損益
（損失）を修正いたします。
　2021年３月期の配当につきましては、当期が赤字見通しであることに加え、新型コロナウイルスの感染の
収束が見通せない状況であることから、これまで無配とさせていただいておりましたが、上記のとおり営業
損益及び経常損益の黒字化が見込める状況となったこと、及び親会社株主に帰属する当期純損益（損失）
の要因である減損損失はキャッシュフローの減少を伴わない費用であることに鑑み、株主さまのご支援に
報いるため、当期の期末配当については、前年度期末配当と同額の１株当たり13円を実施させていただく
予定であります。

　なお、通期連結業績予想における海外子会社財務諸表の換算は、次の為替レートを前提としております。
１米ドル＝106.76円、１メキシコペソ＝5.00円、１タイバーツ＝3.42円、１中国元＝15.48円・・・・・・・・・・・・・・・・・(注１)

１ブラジルレアル＝18.90円、１インドルピー＝1.41円、千インドネシアルピア＝7.20円・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(注２)

　(注１）12月決算会社（2020年１月～2020年12月の平均レート）

　(注２） ３月決算会社（2020年４月～ 2021年 ３月の予想平均レート）

＊上記の予想は、本資料の発表時における将来の経済環境予想等の前提に基づいて作成したものであり、
　 実際の業績は今後の様々な要因によって予想値と異なる可能性があります。

以上


